
兼業化地域における稲作経営防衛のための組織化

1．はじめに

兼業化の進行により農業生産の担い手不足が懸念さ

れる地域では、個別経営の枠を超えた、農地や機械・

施設の集団的利用が求められている。そこで本報告で

は、兼業農家による集落そるみ的な稲作生産組織の事

例をとおして、稲単作的地域における望ましい土地利

用型農業の形態と展開方向について検討する。

2．水田地域における稲作生産組織の取り組み

事例として取り上げる0農場（兼業農家15戸の協業

経営組織、稲作約30ha）は、秋田県内陸南部平場の稲

単作・兼業化地域である仙北町に所在しており、1994

年、それまでの営農集団0組合の再編により設立され

た。’92年から実施された大区画圃場整備事業を契機

とした組織再編であるが、田植機やコンバインの共同

利用等、集落そるみ的な生産組織化の取り組みは、そ

れ以前から行われていた（表1）。この組織化には、

集落リーダー（0農場設立時の役職は顧問）の果たし

た役割が大きい。彼の地域農業に対する意向を、集落

の農家が理解して合意・実践することにより、各種の

共同利用が実現した。その後、組織再編とともに、初

代会長（現顧問）と2代目会長が、専任オペレーター

として農作業の進行・管理に中心的な役割を果たしな

がら、後継のリーダーとしての活動を開始した。集落

の指導体制が、スムーズに継承されているのである。

栽培技術の向上にも努め、’92年には採種園の指定

を受けるまでに技術が高まっている。また、稲作の高

性能機械を装備し、主に30・40歳代の恒常的勤務従事

の後継者が、専任オペレーターの適切な指示と指導の

下に機械作業を行っている。

0農場では、大区画を含む圃場が団地化されており、

集団的な土地利用が行われている（図1）。このよう

な大面積で適期に作業を行うには、圃場や機械・施設

の整備とともに作業に従事する人の問題が重要となる。

ここでは、機械の能力を十分発揮できる組作業人数を

集落くるみ的な出役体制によって確保し、効率的な機

械利用を実現している。

このような営農形態は、稲作経営に要する費用の節

減が高収益の確保につながり、構成員にとっての経済

的なメリットも大きい。各構成員は、このメリットを

水田面積の大小にかかわらず享受することができる。

土地利用調整主体と営農主体が一体化している0農場

の取り組みは、地代が高く、農外就労貸金は低位であ

るにもかかわらず兼業化の進行している地域にあって、

米価水準の低下にもある程度までは耐えることのでき

る、稲作経営防衛組織の典型的な事例と考えられる。

こうした集団的土地利用のための組織化を、基盤整備

のハード事業に先立って進めていくことは、大区画圃

場の有利性を生かす上で極めて重要である。

3．集落そるみ的稲作生産組織の課題と将来方向

0農場の存在意義は、これまでみてきた農業生産の

面だけにとどまらない。例えば田植作業の場合、兼業

従事後継者のオペレーター以外に、多くの女性や高齢

者も補助作業に従事し、正に集落そるみ的に進められ

る。また、総会や慰労を兼ねた研修旅行等の行事にも、

各構成貝が参加することなどにより、兼業中心の集落

内農家におけるコミュニケーションの機会が増加する。

地域の稲作生産を防衛することが、農村社会を良好な

状態で維持することにも貢献していると考えられる。

このような0農場であるが、その課題としては、次

の2点が指摘できる。まず、生産調整への対応である。

組織の体制は安定し、オペレーターも十分に確保され

ていることから、当面は現状の営農形態を続けること

も可能と考えられる。しかし、経営面積の約3割を占

める生産調整が大きな負担となっていることは、この

組織においても例外ではない。ハトムギ、アマランサ

ス等の作付けで転作を消化しているが、収益性の高い

複合部門をいかに導入し、稲作部門の所得減少を補う

か。これが、一つ目の課題である。もう一つは、経営

規模を拡大するか否かの問題である。周辺の集落には、

稲作作業の委託を希望する農家もある。現有の機械・

施設の能力にはまだ余裕があるが、集落外の作業を受

託するとなると、今の集落そるみ的な体制の維持は困

難となり、少数の農家による作業受託組織への再編と

いう可能性も想定される（図2）。この場合は、JA

や役場等関係機関の支援・調整機能が、より強く求め

られることになる。しかし、この方向では、組織が次

第に独立した経営体としての性格を強めることが予想

され、そうなるとこれまでみてきたような0農場の存

在意義が失われてしまう。集落を営農の基盤とし、そ

の機能を生かしながら、構成員の農業所得を確保し増

大させるような経営展開が望ましい方向と考えられる。

4．まとめ

本報告は、集落内の連携を基礎とした、兼業農家に

よる生産の組織化が、大区画圃場の有利性を生かし、

機械の効率的利用による低コスト・高所得稲作を実現

するための有効な手段となり得ることを指摘した。

農業従事者の減少と高齢化、米の過剰を背景とした

米価の下落と生産調整の強化等、農業情勢が大きく変

化している現在、稲作における生産コスト低減の視点

は不可欠であるが、地域・農業の振興を視野に入れた

とき、兼業農家を含む多様な担い手の存在と、世代を

超えた相互の連携が重要となる。基盤整備を生かした

集落そるみ的生産組織は、個別受託大規模経営におけ

る、圃場分散と労働力不足による限界の打故と、生産

・生活の場としての集落の維持を可能とする、望まし

い土地利用型農業の一形態と考えられる。
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表10農場の構成員と組織再編（1994年）までの主要稲作機械利用状況

規役職 前役職 水田両横（ba） 世帯主年齢 オペ年齢 オ ペ 兼 業
組織再編以前の機械利用状況

トラクター l田・横　 槍

会　　 長 副 会 長 4．57 5 1 51専 臨　　　 時 個　　　 人 共 同 1 班

副 会 長 審　　 問 3．99 66 42 恒　　　 常 個　　　 人 共 同 1 班

庶務会計 庶務会計 3．70 5 1 28 優　　　 常 個　　　 人 個　　　 人

庶務会計 庶務会計 3．70 37 37 恒　　　 常 個　　　 人 個　　　 人

監　　 事 監　 事 2．80 44 44 恒　　　 常 個　　　 人 共 同 1 班

蘇 間

副 会 長

会 長

副 会 長

2．50 52 52専 ・30 鴎時 ・恒常 個　　　 人 共 同 3 班

2．20 63 34 恒　　　 常 個　　　 人 個　　　 人

1．90 54 ■■■－ －－■ 個　　　 人 1 班に委託

監 事

監 事

監 事

監 事

1．23 42 42 恒　　　 常 個　　　 人 個　　　 人

1．16 57 57 出　 稼　 ぎ m 2 に委託 共 同 1 班

1．00 38 38 恒　　　 常 札 6 に委託 共 同 3 班

0．77 63 34 債　　　 常 個　　　 人 共 同 3 班

仇 60 46 46 恒　　　 常 個　　　 人 共 同 2 班

0．54 36 36 恒　　　 常 個　　　 人 共 同 2 班

0．4 1 43 43 恒　　　 常 lh 12に委託 個　　　 人
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注）1．「現役職」は1999年現在、「前役職」は組織再常時（1994年）
2．「オペ」はオペレーター、「専」は専任オペレーター
3．「水田面積」「世帯主年齢」「オペ年齢」は1995年現在
4．トラクターと田植機の利用状況は敵機市原までのもの
5．コンバインの利用状況は1991年までのもので、その後は全戸がJA所有機の共同利用
6．恥2の「現役職・副会長」は「前役職・薪問」の後継者
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図1　0農場の田植作業圃場（1996年）

注）数字は品種別棟村瀬序
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集落内連携

図2　0農場で憩走され得る経営展開方向
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